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は　じ　め　に

　１９７０年代半ぼ以降，資本主義体制の危機が叫ばれて久しい。このような状況

のもとで，筆者はわが国の独占資本主義論，国家独占資本主義論において，ど

のように危機把握がなされてきたかを考察しようとして，古川哲教授および杉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
本昭七教授の危機把握の方法を検討してきた。今回は北原勇教授の危機把握の

方法を検討したい 。

　北原教授の研究業績を概括すると以下のように整理することが出来る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
Ｏ　１９６１年頃までの中小企業とその労働問題の研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　　１９５８年頃から始まり１９７７年の『独占資本主義の理論』に結実する独占資本

　　　　　４）
　主義論研究

　　１９６４年から６７年にかけて井村喜代子教授と共同て進められた日本資本主義

　　　　　　　　　５）
　の再生産構造の分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
＠　１９８０年頃に始まり１９８４年の『現代資本主義における所有と決定』に結実す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
　る現代の巨大企業の所有についての研究

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８７）
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　この小論てのテーマに照らし合わせれは，上記の内の独占資本主義論研究を

中心に検討を進めることになるであろう 。

　北原教授は現代の資本主義がもつ特質や矛盾を把握するためには，「資本主

義の　般理論」，「独占資本主義の理論」，「国家独占資本主義論」という三層の

理論構築が必要であり ，とりわけ「独占資本主義の理論」がその鍵をなすとし

て， その研究成果を１９７７年に『独占資本主義の理論』にまとめられた。北原教

授の研究プランからすれば，このほかに「国家独占資本主義論」が必要であろ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
うと思われるか，それについての若干の論及はあるものの，その本格的た研究

は今後の課題として残されているものと思われる。したがってこの小論での検

討は『独占資本主義の理論』が中心にならざるをえない 。

　『独占資本主義の理論』はあとて詳しく触れるか，出版当時から概して好評

のうちに迎えられてきた。しかし筆老はこの小論のテーマに照らし合わせた場

合， 多くの論者があまり触れなかった次の二点に注目せざるをえない。第一点

は，一国資本主義モデルによる理論体系の構築であり ，第二点は，エソゲルス

かいう資本主義の基本的矛盾の二つの発現形態のうちの生産の無政府性を軸に

した矛盾把握の方法である 。

　筆者がこの二点に着目するのは，１９７０年代後半以降の危機論議の中でこれに

関わる二つの観点からの整理の必要性を感じたからである。第一の点は，アメ

リカの世界に対する支配力の相対的低下が資本主義体制の危機にたいしてあま

りにも大きく位置つけされたことにかかわっている。アメリカの相対的力量の

低下は国家間の関係の再編成を要求するのは確かであるが，それぞれの国が杜

会主義に移行することまではストレートには要求しない。いいかえれば，国家

間の現存秩序の激動と各国の体制変革とはストレートには結ぴつかないのであ

る。 反面において各国の体制変革か世界的な激動と大きな関連性を持つのも事

実であろう 。したが って，資本主義体制の危機を論じる場合には世界的な激動

と各国ごとの体制危機とを総合的に考察しなければならないのであるが，その

際， 経済学の理論体系のモデルのありかたが問われてくるのは当然であろう 。

筆者は理論体系モテルのタイプとして一国資本主義モテルと世界資本主義モテ

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８８）
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ルとに区分して検討を進めている 。

　もう一つの点は，７０年代後半以降の危機強調の諸説の中で，その論拠とされ

たものはドル危機に代表されるようなアメリカの地位の相対的低下や世界同時

不況，資源ナショ ナリズム を含む反帝国主義運動の高揚等であ ったが，逆にや

や確認が不十分てあ った点として，こうした経済的諸矛盾を政治的危機に転化

させる要因としての階級闘争におげる変革主体の形成の問題であ った。資本主

義体制の危機は資本主義の基本的矛盾の二つの発現形態である資本家と労働者

との階級対立と生産の無政府性に属する諸矛盾の絡み合いの中においてのみ把

握することが出来るのであるが，危機の把握を目的とした場合の経済学の理論

体系の中においてこの二つの発現形態がそれぞれどのように位置づけされるか

はきわめて重要な問題である 。

　以上のようなわげで筆者は上記の二点に着目するのであるか，第一点につい

て言えは，北原教授はこの『独占資本主義の理論』で独占資本主義　般の経済

理論を確立することを目的として，独占資本主義の構造的特徴の分析から着手

される。そのさい，経済学の通常の理論モデルがそうであるように，一国資本

主義モデルによりその構造的特徴が把握され，この構造的特徴が以下の理論体

系を規定することになる。これに対して，例えぼ，レー二１／の『帝国主義論』

のように資本主義世界経済全体をモデルとしてその構造的特徴を把握すれぼ ，

それに規定された理論体系はまた別のものとなるであろう 。もちろん，北原教

授も独占資本の対外進出について詳しく考察されるのだが，しかしそれはあく

まで外的条件として取り扱われるのであ って，一国資本主義モデルの理論体系

の枠組みを組替えるようなものではない。この点は筆者が以前に論評した古川

・杉本教授の理論モデルとはいちじるしい対照をなしている 。

　第二の点について，北原教授は体制危機を独占資本主義の「停滞基調」から

説明されるのであるが，この「停滞基調」は生産の無政府性に属する「生産と

消費との矛盾」をべ一スにした資本の過剰に由来するものなのである。資本主

義の基本的矛盾のもう一方の発現形態である資本家と労働者の階級対立は「停

滞基調」への従属変数として扱われるのであり ，諸矛盾の相互関係のこうい っ

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８９）
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た取扱いかたの当否が検討されなければならないであろう 。そしてまたこの

「停滞基調」からの体制危機の説明は北原教授の国家独占資本主義の内容理解

にも大きく影響している 。

　『独占資本主義の理論』は多くの研究者によっ て論評されたにもかかわらず ，

こういった観点からは余り触れられてこなか った。資本主義体制の危機の正確

な把握の方法が要請されている今目 ，こういった観点からの検討は意義のある

ものと思われる。以下詳しく検討をすすめよう 。

　　１）古川哲教授の危機把握の方法については，田中宏道「我国の独占資本主義論 ・

　　　国家独占資本主義論における危機把握について（１）」『立命館経済学』第３３巻第１

　　　号１９８４年４月 ，杉本昭七教授については，同「杉本昭七教授の危機把握の方法に

　　　ついて」『立命館経済学』第３６巻第４ ・５号１９８７年１２月参照 。

　　２）　これらの研究の代表的論文としてつぎの二点を紹介しておこう 。

　　　　北原　勇「資本の集積　集中と分裂　分散　　中小工業論序説　　」『三田学

　　　会雑誌』第５０巻第７号１９５７年７月 。

　　　　井村喜代子 ・北原　勇「わが国工業の構造的特質といわゆる企業規模別賃金格

　　　差」『杜会政策学会年報』第１０集１９６１年１２月
。

　　３）北原　勇『独占資本主義の理論』１９７７年１月 ，有斐閣 。

　　４）『独占資本主義の理論』のべ 一スにな った論文については同書あとがきにリス

　　　トが掲載されている 。

　　５）　この研究は次の二つの連載論文として発表された 。

　　　　井村喜代子　北原　勇「日本資本主義の再生産構造分析試論　　昭和３５年『産

　　　業連関表』を手がかりとして（１ ・２ ・３ ・４）」『三田学会雑誌』第５７巻第１２号 ，

　　　第５８巻第７ ・９ ・１０号，１９６４年１２月 ，１９６５年７ ・９ ・１０月 。

　　　　同「日本資本主義の再生産構造分析試論（２）　昭和３０年以降の拡大再生産過程

　　　（１ ・２ ・３ ・４ ・５）」『三田学会雑誌』第５９巻第６ ・１０号，第６０巻第５ ・７ ・８号

　　　１９６６年６ ・１Ｏ月 ，１９６７年５ ・７ ・８月 。

　　６）北原　勇ｒ現代資本主義における所有と決定』１９８４年３月 ，岩波書店 。

　　７）　『現代資本主義におげる所有と決定』のべ 一スとな った諸論文は以下のもので

　　　ある 。

　　　　「巨大企業における『所有と支配』」『経済研究（一橋大学）』第３１巻第４号１９８０

　　　年１０月 。

　　　　「資本制個人企業における所有と決定　　現代巨大会杜論のための理論基準

　　　（１）」，「株式会杜における所有と決定　　現代巨大会杜論のための理論基準

　　　（２）」，『三田学会雑誌』第７４巻第３ ・５号１９８１年６ ・１０月 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９０）
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　　「巨大企業における所有と決定」『三田学会雑誌』第７５巻第２号１９８２年４月
。

　　「企業集団における所有と支配（上 ・下）」『三田学会雑誌』第７５巻第４ ・５号

　１９８２年８ ・１０月
。

　　「わか国巨大企業における『所有と決定』の特徴　　株式持合いの構造と意義」

　『三田学会雑誌』第７６巻第１号１９８３年４月
。

８）国家独占資本主義については次の諸論文で扱われている 。

　　前掲『独占資本主義の理論』補章「国家独占資本主義論の課題と方法　　　『独

　占資本主義の理論』と国家独占資本主義論　　」

　　前掲『現代資本主義における所有と決定』第９章「所有と決定への現代国家の

　介入（覚書）」

１　『独占資本主義の理論』における危機把握の方法

　この章においては，北原教授の危機把握の内容と方法をできるだげ正確に紹

介することを目的とする 。

　現代の経済学の課題として，北原教授は，現代の資本主義がもつ特質 ・矛盾

展開の主要な様式を明らかにすることをつうじてその歴史的な地位と展望をさ

し示すことであるとして，「国家独占資本主義論」によっ てこの課題をはたそ

うとされている。しかしそのさい，現在の「国宗独占資本主義論」はそれがい

かなる課題と方法を持つべきかさえ判然としない状況にあり ，この状況を克服

するためには，「国家独占資本主義論」の研究の前に，国家独占資本主義を生

みだす独占資本主義そのものか持つ矛盾の解明か不可欠てあるとして ，「独占

資本主義の理論」の構築の必要性を主張される。したがって北原教授によれば ，

現代の資本主義の解明のためには「資本主義の　般理論」，「独占資本主義の理

論」，「国家独占資本主義論」という三つの重層的な諸理論の体系を確立するこ

とが必要となる。『独占資本主義の理論』は上の三層の理論体系の内の二番目

に当たる独占資本主義の　般的理論として書かれたものてあるか，国家独占資

本主義が独占資本主義の内の一小段階と見なされるのであるから，それは国家

独占資本主義を根底において規定する理論てもある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９１）
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　北原教授によれは，国家独占資本主義は独占資本主義の体制危機の産物であ

り， したかって『独占資本主義の理論』ではこの体制危機の解明か課題とされ

る。 まずこの体制危機説明のアウトライノを紹介しよう 。

　このアウトラインは，第１編「独占資本主義の構造的特質と独占価格 ・独占

利潤」，第２編「独占資本の投資行動」，第３編「独占段階における杜会的総資

本の蓄積過程」という目次の編別構成の中に端的に示されている。第１編では ，

独占資本主義の構造的特質としての独占的市場構造が，独占資本に長期にわた

る安定的な独占的高利潤の獲得を目的とした価格政策と投資行動をとらせ，他

方において，この独占価格か独占資本主義の搾取 ・収奪関係を規定し，そのも

とで独占資本主義における資本主義の基本的矛盾が激化することが明らかにさ

れる。第二編では，独占的市場構造のもとで独占資本がとる投資行動が，市場

の大幅拡大の有無，新生産方法導入の有無により四つのバターンに分けて検討

される。特徴的なのは，資本主義の自由競争段階に比較して慎重な投資行動で

あるが，しかし他面では独占資本が巨大な資金動員力をもつことから，市場の

大幅拡大期には自由競争段階以上に激烈な投資競争か繰りひろげられる。しか

しその結果は膨大な過剰生産能力の形成であり ，次編で述べられる「停滞基

調」の根拠となる。第二編では第二編て述へた独占資本の慎重な投資行動が資

本蓄積の「停滞基調」をもたらし，そのもとでの資本と労働力の構造的過剰が

資本主義体制の危機をもたらし，国家独占資本主義を生み出すことが述へられ

る。 ただしこの「停滞基調」は新生産部門の形成と対外膨張によっ てうち破ら

れるか，これらの要因は一時的要因であり「停滞基調」を根底から崩すような

ものではない 。

　以上で論理の流れのアウトラインを示したが，よりいっそう分かりやすくす

るために，このアウトラインをパターン化して示そう 。

（７９２）
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北原勇教授の危機把握の方法について（田中）

慎重な投資行動一→「停滞基調」

７

　　　　　　 （激列な喜資行動）

」
１ｌ１１鵬１肌

１１一
（一時的に反作用）→

　　　　　「
階級対立激化　資卒主義の基本的矛盾の激化 資本と労働力の過剰

↓
一一→資本主義体制の危機

国家独占資本主義の形成

　この図で明らかなように，北原教授の体制危機説明のキーワードは独占資本

主義の「停滞基調」である。その際，問題は次の２点，すなわち第１点は独占

資本主義の「停滞基調」がどのように説明されているかであり ，第２点はこの

「停滞基調」がはたして体制危機にむすびつくか否かであり ，以下これらの点

に留意しながら北原教授の説明を見てみよう 。

　〔１〕　「停滞基調」の説明

　『独占資本主義の理論』の大部分かじつのところこの「停滞基調」の説明に

当てられている。例外をなすのは第３編第４章と最後の補章とであり ，この部

分ではじめて「停滞基調」と体制危機との関係およびそれをべ 一スにした国家

独占資本主義の概略が説明される。やや長くなるがこの「停滞基調」の説明を

詳しく紹介しよう 。

　「停滞基調」の説明は独占企業の価格設定と投資行動様式の説明から始まる 。

まず，独占企業にこれらの行動様式を取らせるものとして独占資本主義の構造
　　　　　　　　　１）
的特質が考察される。この構造的特質は一国資本主義をモデルとして独占的市

場構造として把握されるのであるが，この場合独占的市場構造とは高い市場集

中度と高い参入障壁とをかね備えた市場のことである。北原教授の特徴は，こ

の参入障壁を従来の参入阻止価格論におけるそれよりも大きく評価され，要因

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９３）
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Ａ（参入による価格低下），要因Ｂ（技術独占や原料独占等にもとつく既存企業の コス

ト面での優位性），要因Ｃ（参入者への闘争的対抗手段，これはさらに，価格切下げを

手段とするＣ１要因と ，コスト面での優位性を武器とするＣ２要因とに細分される）の

３つをあげられることである。そして参入阻止要因を大きく評価したことが ，

価格決定 メカニ ズムを参入阻止から相対的に切り離して考えることを可能にし

ている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
　それでは独占価格決定のメカニ ズムはどのようなものであろうか。これにつ

いて北原教授は，まず当該部門の諸企業の生産諸条件かほぽ同じ，つまりコス

ト面での優劣かない場合の価格水準として「共同利潤の長期最大化価格」範晴

を設定してそのメカニスムを説明した後に，より現実的形態としての生産諸条

件の異な った企業の存在を考慮して，それに一定の修正を加えたものとして

「長期利潤最大化価格」範曉を提示し，これをもって現実の独占価格とされる 。

　独占企業はまず産業需要曲線と費用曲線とをつき合わせて，部門全体の利潤

か最大になるような価格水準と生産量水準とを算定するが，この水準は上に述

べた前提のもとでは各企業とも一致することから，これによって規定された価

格を「共同利潤の長期最大化価格」と名づけられるのである。この説明は，一

方において参入阻止という要件を念頭におきなからも ，参入阻止の上限をなす

価格水準が独占企業にとって必ずしも最も有利な水準とは限らないという現実

の状況から，独占企業がより有利な価格水準として，商品　単位当りの利潤

（産業需要曲線と費用曲線との差）に生産量（販売量）を掛け合わせた利潤総額か

最大になるような価格水準を選択するであろうということを説明したものであ

り， 筆者には大変説得力を持ったものと考えられる。この生産量水準は通常の

場合，フル操業状態とは考えられないけれども ，これを北原教授は正常操業度

と呼び，この水準からみた過剰生産能力を余裕能力と名づげられる。北原教授

の場合，この余裕能力の存在が参入阻止や投資の慎重性，さらには「停滞基

調」の説明できわめて重要な役割を担わされるのであるが，この点については

後に述べよう 。ところでこの「共同利潤の長期最大化価格」は諸企業間の生産

諸条件の格差の存在という現実に照らし合わせて一定の修正を受ける。すなわ

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９４）
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ち， 生産諸条件の優れた企業の場合には，最適生産量と価格の水準は平均的な

他の企業よりも量において多く ，価格において低い水準として算定されるので

あるが，この水準と他企業の水準とのどこかの中間点に妥協の産物としてｒ長

期利潤最大化価格」が設定されるのである 。

　ところで，この現実の独占価格「長期利潤最大化価格」が維持されるために

は過剰な設備投資が抑制されなけれぼならない。そこで次に問題になるのは慎
　　　　　　　　３、
重な投資行動である。北原教授は需要の大幅拡大なし，新生産方法の導入なし

という前提をおいたうえで，この投資の慎重性を説明される。設備拡張投資の

決断は予想限界利潤率（既存資本の利潤率低下を勘案したうえでの追加資本が上げら

れるであろう利潤率）が投資基準利潤率（追加資本が最低限確保すべき利潤率）を上

回る場合にのみ行われるが，独占部門では概して拡張投資の１セットが大規模

であること ，およびすでに余裕能力を保持していることから，少 々の需要拡大

では余裕能力の動員で埋めあわされてしまっ て拡張投資につながらず，この慎

重な投資行動によっ て「長期利潤最大化価格」が守られることが説明される 。

　次に北原教授は独占利潤の源泉を明らかにし，そこから資本主義の基本的矛

盾の激化を説明される。この部分も危機論にとっ ては大変興味をひくところで

あるので，詳しくみておこう 。

　　　　　　　　　　　　４）
　独占利潤の源泉について北原教授は，産業資本と労働者だけの杜会の単純再

生産，独占的部門と競争的部門の並存と競争的部門での完全競争，したが って

そこでは利潤率は平均化されるという前提をおいたうえで，独占価格の成立に

よっ てＶ とｍがいかに再配分されるかというように問題をたてて，価格支配力

の差が独占資本，非独占資本（この中にも格差ができる），小生産者層というよ

うに利潤率の恒常的格差構造をうちたてることを説明される。そしてこのよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５〕
な格差構造を反映して，階級闘争も自由競争段階にくらへて固有の特徴をもつ 。

独占資本による収奪は，独占部門の一部の労働者への譲歩の可能性と ，非独占

部門の労働者のいっそうの搾取強化を生み出し，労働者階級内部にヒエラルキ

ーをつくり出すが，それにもかかわらず，階級対抗の中心は巨大独占資本と ，

そのもとで訓練され，組織され，結合された独占企業労働者との対立が軸とな

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９５）
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り， この労働者を中心として農民，小生産者，中小資本家の一部が結集した反

独占資本主義の運動が発展して，ここに独占資本主義体制の深刻な危機の構造

が発生する。このことは資本主義の基本的矛盾の独占段階ての深化の現れにす
　　　６）
ぎない。独占段階では，企業内の生産の組織化と杜会的総労働の相互依存性は

いっ そう強まり ，かくして「生産の杜会的性格」は発展するが，他方，取得の

「私的資本制的」性格は，巨大独占資本がｒ会杜資本」的な所有と取得に貫か

れているといえども ，他人の労働の成果の取得という点でも ，諸資本間の対立

・競争をともなった生産手段の私的資本家的所有という点でも不変であり ，か

くして資本主義の基本的矛盾か激化することが説明される。生産力の発展の成

果が少数の独占資本のもとに取得されるのである 。

　第二編に入り ，北原教授は独占企業の投資行動の特徴を自由競争段階と比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　ｚ）
することによっ て説明されるのであるが，その際，新生産方法の導入の有 ・無 ，

市場の大幅拡大の有 ・無という企業をとりまく杜会的諸条件の組合せにより
，

四つのパター！に分類して考察されている。自由競争段階との比較という点か

らいえは，新生産方法の導入は市場の大幅拡大期を別にすれは，０それにとも

なう供給量増大により引き起こされる価格低下への配慮，　価格切下げ競争が

回避されることによるその必要性の低減，によっ て弱められる。逆に市場の大

幅拡大期には ！エ ア獲得の必要性から，新生産方法の導入かなくても（導入が

ある場合にはより以上に）自由競争段階に比へれははるかに激しい投資競争が繰

り広げられる。そしてこの場合には「余裕能力」をこえた「意図されざる過剰

生産能力」が生まれる可能性が大きくなる。したがって四つのバターンのうち

「新生産方法の導入無し ・市場の大幅拡大無し」のケースがもっとも停滞的で
，

逆に「新生産方法の導入有り ・市場の大幅拡大有り」のケースがもっとも拡張

的であ って，この両ケースはいちじるしい対照をなしている。ところで，独占

企業の投資行動を規定する外的 ・杜会的要因として，新技術の導入と市場の拡

大とが挙げられたのであるが，北原教授の説明によると投資行動により大きな

影響を与えるのは市場の動向であ った。独占企業の投資行動の説明において ，

この２つの要因は与えられた外的要因として取り扱われるのてあるか，北原教

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９６）
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授のような一国資本主義モデルによる理論化においては市場の動向はむしろ生

産の拡大率（蓄積率）によっ て規定されるであろう 。ただしこれは一国の市場

全体の大きさについててあ って，個別独占企業にとっ ての市場として考えれは ，

その動向は産業部門ごとに異なるであろうから，上の説明のように外的要因と

して与えることは許されることである。そこで，次に杜会的総資本の蓄積の動

向が検討されねばならない 。

　第三編は杜会的総資本の蓄積過程が説明される。まず第一に検討されるのは ，

独占段階において市場がそれほど拡大しない時期に コスト切下げのための更新

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
投資か大量現象として発生するか否かという問題てある。これに対して北原教

授は，独占価格が維持されていることから コスト切下げ圧力は強く作用せず ，

自由競争段階に比へて，新生産方法導入による設備投資の郡的発生から市場拡

大に向かう要困は弱まっ ているとされる。さらに，北原教授は一定の投資か生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）じ， それによっ て一定の市場拡大が生じた場合でも ，余裕能力の動員によっ て

埋め合わさられ，すぐには新たな投資の拡大にはつながらないとして，この２

つの独占企業の投資行動の慎重性を根拠として独占資本主義の「停滞基調」を

説明されている 。

　北原教授のこの説明からすると ，個別産業部門についてはいざ知らず，杜会

全体としては市場の大幅拡大はおこり得ないことになる。この点は検討を要す

る問題である 。

北原教授の「停滞基調」説にもかかわらず，我々は独占段階においても「高

度成長」期を経験してきた。この現実に対して，北原教授は２つの外的要因を

導入することによっ て説明される。その一つは新部門形成である 。

　　　　　　　　　１０）
　新部門形成について北原教授は，独占企業の新生産物開拓への積極的側面と

消極的側面について考察した後，各種の新生産物が既存市場にどのような影響

を及ぽすかを三つのタイプに分けて検討される。Ａ．新生産物が既存生産物の

市場を一切侵蝕することなしに，独自の市場を開拓する場合，Ｂ．新生産物が

特定の既存生産物に直接代替する場合，Ｃ　新生産物か不特定多数の既存生産

物の市場を侵蝕しつつ，自己の市場を開拓する場合，の三つがその区分である

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９７）
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が， それぞれのケースについてその波及効果が検討されている。続いて，新部

門形成が杜会全体にどのような影響を与えるかが，先駆的開拓期，本格的形成

期， およびその後の既存産業部門化した局面の三つに分けて説明される。ここ

ての焦点は本格的形成期から既存産業部門化した局面の説明であるのでその部

分を紹介しよう 。

　本格的形成期には参入者をも含めた複数企業による競争が激しく展開される
。

その際，独占企業固有の広告 ・宣伝等の「販売促進活動」によっ て新しい需要

の開拓を行いながら，シ ェア獲得のための増産の競争と ，品質改良と一定の価

格切下げのための生産方法改良の競争とか，激しい設備拡張投資の競争を展開

させる 。

　この場合，労働手段への新たな需要が発生するが，この需要は第一部門（と

りわげ労働手段生産部門）へ波及するとともに，雇用増大により第二部門へも波

及する。但し，その波及効果はこれらの部門の独占企業が抱えている「余裕能

力」や「意図されざる過剰能力」の動員によっ て埋め合わされる限りにおいて

弱められる。新生産部門が巨大な市場を開拓する画期的なものである場合や
，

複数の新生産部門の開拓が相前後して出現する場合に限って，独占企業固有の

慎重な投資行動は一転して激しい設備拡張投資の競争を展開することになるの

である 。

　ところで，これらの新生産物が既存の生産部門の市場を奪うようなＢ ，Ｃ型

の場合には，一方では既存部門の市場の縮小をもたらすが，逆にこれが既存部

門への刺激とな って，ここでの価格切下げ，品質改良のための設備改良投資が

促進され，新旧両部門の競争かかなり長期にわたり繰り広げられる傾向が強い
。

　しかし，これらの新部門形成とその一連の波及効果も水続的なものではなく
，

当該部門の成熟化＝既存部門化と ，新部門形成を誘因として行われた「第一部

門の不均等的拡大」の結果，全般的過剰生産恐慌が爆発するが，その後はすで

に既存部門と化した「新部門」では拡張投資も更新投資も一切なく ，独占段階

固有の「停滞基調」を生むのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）　「停滞基調」をくつかえす第二の外的要因は対外膨張てある。この場合，対

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９８）
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外膨張とは資本輸出だげに限らず，商品輸出や経営能力輸出的企業進出までを

包括したものであるが，その中核は資本輸出である。独占資本主義においては

資本輸出は巨大独占企業間競争に打ち勝つための原料 ・販路の独占的支配をめ

ざして自由競争段階にくらべれぼい っそう・激しく展開される。さらに独占資本

主義の「停滞基調」のもとでの資本過剰ぱ資本輸出と対外膨張をいっそう激烈

なものにする。また国家は「停滞基調」の国民生活への圧迫を克服するため ，

全国民的利益の代表者を装って対外膨張を促進する 。

　対外膨張は「垂直的」対外膨張，「斜めの」対外膨張，「水平的」対外膨張の

三つにタイプ分けすることが出来る 。

　「垂直的」対外膨張とは「低開発地域に対する帝国主義的膨張 ・支配」のこ

とであるが，政治的支配によっ て他国資本を排除しつつ原料資源 ・販路の独占

的支配を行う 。その支配のためには，第一に前資本主義的な生産諸関係 ・伝統

的杜会が利用され，それによっ て低賃金労働力の利用，農民への商人的：地主

的収奪が可能になる。さらにこの支配は鉱山や鉄道，農園の独占的経営と ，他

方での現地手工業の破壊をともなうモノカルチ ュア的産業構造のおしつけによ

って維持される。このことか本国工業製品の半水久的販路を保障する 。

　この対外膨張は当初鉱山開発や鉄道 ・道路 ・港湾等の運輸施設建設のための

需要と商品経済の浸透にともなう需要をよびおこす。しかしこれらの需要は前

者についてはその建設期間の終了とともに一段落するし，また後者についても

極端な強搾取と伝統的杜会構造およびモノカルチ ュアのために市場の拡大は制

約される。したがってこのタイプの対外膨張はそれが開始された当初は急激な

市場拡大をともなうものの，一巡した時点ではそれ以上の急激な市場の拡大は

望めなくなる。さらに民族解放闘争がより以上の資本輸出を制約する 。

　「斜めの」対外膨張とは旧白人移庄植民地＝新興資本主義経済（カナダ，オー

ストラリア，ニ ージーランド等）への対外膨張である。この型の特徴は白人移

住民を中心に，当初の原料資源開拓から資本主義的工業の発展が独占資本主義

国からの資本輸出と絡みながらしだいに進行することである。少数原庄民を駆

逐し，伝統的杜会構造を残すことなく ，母国と同質の杜会を建設する。農林
・

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９９）
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牧畜業においてもはやくから資本主義的生産が発展し，その中から工業的発展

の可能性が生まれるとともに，他方で母国の資本輸出による工業化が進行する 。

賃金労働者の相対的不足が労働節約型技術の導入による高い生産力水準の工業

を作り出し，このことか生産手段，消費手段に対する国内市場形成を促進する 。

現地政府は早くから自治権を獲得し，工業育成政策を遂行する。これらの結果 ，

母国からの過剰資本と過剰人口の輸出が進み，「垂直的」対外膨張以上に過剰

資本を吸収する 。

　しかし，この対外膨張もおのずから限界があり ，現実には２０世紀を通じて持

続的拡大がみられたか，最近に至って限界が明らかにな ってきた。その第一の

原因は，これら諸国が母国と同質の再生産構造をもち，母国からの製品輸出も

企業進出も飽和状態になるからである。第二に，これら諸国も独占資本主義化

し， 過剰資本の形成とｒ停滞基調」が現れる。第二に，外資支配に対するナ！

ヨナリズム的抵抗が発生する 。

　「水平的」対外膨張とは独占資本主義諸国間の相互浸透である。この場合の

主要目的は工業製品販路の確保と投資機会の獲得であるか，過剰労働力の輸出

は不可能である。「水平的」対外膨張には当初から困難が付きまとうが，その

原因は相手国での過剰資本の存在，国家権力を利用した低抗，帝国主義的対立

による投資の非安全性である。それゆえこの対外膨張が積極的に展開しうるの

は次の二つの場合である 。

　その第一は，相手国にない新生産物＝新生産部門の商品輸出と直接投資であ

る。 この場合，最初は商品輸出から始まり ，次いで直接投資へと発展するが ，

この直接投資は相手国での生産手段の調達や，労働力の雇用，資本調達を通じ

て相手国の過剰資本，過剰労働力の一部を吸収するとともに，関連する競合部

門に競争上の刺激を与え，そこでの改良のための設備投資を促進する。しかし

この直接投資による生産の拡大効果も ，その産業の成熟とともに自ずと限界を

持つ 。

　第二の例は，帝国主義戦争に敗北したり ，多大の被害を受げて弱体化した独

占資本主義国に対する対外膨張てある。この場合，荒廃により購買力の低下し

　　　　　　　　　　　　　　　　（８００）
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た相手国に対し，当初は輸入資金の貸付による商品輸出から始まり ，次いで直

接投資へと進展するが，相手国側でも低賃金と「合理化」，新技術の導入によ

る復興が進み，やがてはこの対外膨張も制約をうけ，独占資本主義列強間の対

立へと転化する 。

　考察した対外膨張の三つのケースは巨額の独占的超過利潤をもたらし，利潤

率上昇と利潤量増大をもたらす。さらにそれは商品輸出と資本輸出，それに軍

事力増強を軸にして急速な生産の拡大をもたらし「停滞基調」を緩和する作用

を持つ。しかし資本輸出は永続的ではありえず，新たな対外膨張先が必要とな

るし，商品輸出についても一定規模の資本輸出の維持が必要となるので，これ

らの対外膨張による「停滞基調」の解決は一次的なものにすぎない。結局は以

前にもまして深刻な「停滞基調」をもたらし，このことがさらに一層の対外膨

張を必要とし，独占資本主義列強間の対立を激化させる 。

　以上か北原教授の独占資本主義の「停滞基調」についての説明てある。次に

この「停滞基調」をべ一刈こどのように体制危機が説明されているかを紹介し

よう 。

　〔２〕体制危機の説明

　体制危機とは直接的には階級間矛盾の激化であるが，この矛盾の激化は三層

の論理で説明される。その第一は独占価格による収奪によっ て発生する独占資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
本と反独占資本統一戦線との間の矛盾の激化についての説明である。この点に

ついては先にみたとおりであるので詳しい説明は略す 。

　第二の説明は独占資本主義の「停滞基調」を契機とした階級間矛盾の激化の
　　　　１３〕
説明てある。この説明はｒ独占資本主義の発展諸傾向　諸矛盾の交錯的展開」

と題する第３編第４章でおこなわれている。以下その部分を紹介しよう 。

　独占資本主義においては自由競争の資本主義にみられた産業循環における恐

慌からの回復機能が麻痒するので「停滞基調」が支配し，操業率の大幅低下の

もとで独占価格維持，独占利潤確保を通じて独占資本の収奪の重圧が長期に渡

って強まる。そして農民等の小生産者の経営難 ・生活難や中小資本の経営難が ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０１）
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彼らをして組織された独占資本労働者のまわりに結集させ，体制危機を促進す

る。

　しかし独占資本はこのｒ停滞基調」とそれにもとづく体制危機克服策として

対外膨張を追求する。しかしこの対外膨張は一定期間資本過剰を緩和するもの

のその効果は一時的であり ，その後にはいっそうの対外膨張を必要とするとこ

ろから独占資本主義列強間の対立が強まり ，ある歴史的条件のもとでは帝国主

義戦争へと発展する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
　そしてこの帝国主義戦争が体制危機説明の第三の要因とされる。戦争は労働

者・ 農民大衆に大量の戦病死と耐乏生活を強制し，戦後においては戦勝国では

生産過剰と戦時動員の解除による大量失業，敗戦国では植民地 ・従属国の喪失

と経済の麻痒 ・縮小再生産のもとでの大量失業，さらには賠償支払いと復興の

ための耐乏生活を強いる。このことを通じて労働者階級は独占資本主義体制の

反杜会的性格を学び階級的自覚を深めていく 。

　他方，帝国主義戦争は一国杜会主義革命や民族解放革命を成功させ，独占資

本主義に対立する杜会主義国際勢力の確立 ・発展を生み出すが，これらは資本

主義世界市場の縮小と独占資本主義国労働者の体制批判を強め，体制危機を促

す新しい要因となる。したがって帝国主義戦争は体制危機の醸成を通じて独占

資本主義の国家独占資本主義への転化を必然たらしめる 。

　北原教授の国家独占資本主義論（素描）はこの体制危機のもとである「停滞
　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
基調」への対応策として描かれており ，その内容は，岬杜会保障 ・公共サ ービ

スの整備 ・拡充政策，（Ｂ）資本過剰：労働力過剰を解決するための市場造出 ・資

本蓄積促進政策，であるとされるか，その本質は市場問題対応型の国家独占資

本主義論であると考えられる 。

　以上で北原教授の「停滞基調」説をべ一スにした体制危機の説明について概

略を紹介した。この北原説への筆者の評価に移るまえに，北原説が今までどの

ように受げ止められてきたかについてふれておこう 。

　　１）北原　勇著『独占資本主義の理論』第１編，独占資本主義の構造的特質と独占

　　　価格 ・独占利潤，第１章　独占的市場構造（ｐ．２９～５４）参照 。

（８０２）
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２）同上，第１編，第２章　協調による独占価格設定（ｐ．５５～７６）参照 。

３）同上，第１編，第３章　独占価格と設備投資原則（ｐ．７７～１２６）参照 。

４）同上，第１編，第４章　独占利潤（ｐ．１２７～１６８）参照 。

５）同上，第１編，第５章独占資本主義における階級関係と「基本矛盾」，第１

　節　独占資本主義における搾取と収奪の構造（ｐ．１６９～１７６）参照 。

６）同上，第１編，第５章，第２節　「基本矛盾」の深化（ｐ．１７６～１８１）参照 。

７）　第２編　独占企業の投資行動（ｐ．１８３～２２６）参照 。

８）同上，第３編　独占段階における杜会的総資本の蓄積過程，第１章　資本蓄積

　の「停滞基調」，第２節　生産：市場拡大の内的起動力の衰弱（ｐ．２３４～２３７）参照 。

９）同上，第３編，第１章，第３節　市場＝生産の誘発的拡大 メカニズムの麻痒

　（ｐ．２３８～２４２），第４節　「停滞基調」（ｐ．２４２～２４６）参照 。

１０）同上，第３編，第２章　新生産部門形成と急激な経済成長（ｐ．２６３～３０５）参照 。

１１）同上，第３編，第３章独占資本主義の対外膨張と資本蓄積（ｐ．３０７～３７０）

　参照 。

１２）同上，第１編，第５章，第１節（ｐ．１６９～１７６）参照 。

１３）同上，第３編，第４章　独占資本主義の発展諸傾向 ・諸矛盾の交錯的展開

　ｐ．３７１～３７５参照 。

１４）同上，ｐ．３７５～３８０参照 。

１５）同上，補章　国家独占資本主義論の課題と方法（ｐ．３８３～４０９）参照 。

２　『独占資本主義の理論』をめぐる論争点

　北原教授の『独占資本主義の理論』についてはこれまで以下の文献で論評が

なされてきた 。

０増田　壽男　「独占と蓄積に関する若干の論点　　古川 ・北原両氏の見解

　　　　　　　　　の検討」

　　　　　　　　　　（『経済評論』２５－７）　　　　　　　　　　　　　　　１９７６．６

¢　城座　和夫　書評「停滞こそ独占資本主義の基調」

　　　　　　　　　　（『日本読書新聞』１９７７．４．４）　　　　　　　　　　　１９７７．４

　　群山　淑人　書評「独特な構造論　　生産と消費の矛盾に視座　　」

　　　　　　　　　　（『図書新聞』１９７７．４．９）　　　　　　　　　　　　　１９７７．４

（８０３）
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＠　本間要一郎　書評「『蓋然性』の論理で貫ぬかれる」

　　　　　　　　　（『週刊読書人』１９７７．４．１９）　　　　　　　　　　　１９７７．４

　　新田　俊三　書評「明確な問題意識で体系化図る」

　　　　　　　　　（『エコノミスト』１９７７．４．１９）　　　　　　　　　　　　１９７７．４

　　奥村　茂次　書評「北原勇著『独占資本主義の理論』」

　　　　　　　　　（『世界経済評論』１９７７．６）　　　　　　　　　　　　１９７７．６

の　森岡　孝二　「北原勇著『独占資本主義の理論』」

　　　　　　　　　（『経済論集〔関西大学〕』２７－２）　　　　　　　　　　１９７７．６

＠　大西　勝明　「巨大企業体制の分析　　北原勇著『独占資本主義の理論』

　　　　　　　　を読む」

　　　　　　　　　（『商学研究所年報〔専修大学〕』３）　　　　　　　　１９７８．３

＠　米田　康彦　書評「北原勇著『独占資本主義の理論』」

　　　　　　　　　（『土地制度史学』７９）　　　　　　　　　　　　　　　１９７８．４

＠　高須賀義博　書評「北原勇著『独占資本主義の理論』」

　　　　　　　　　（一橋大学『経済研究』２９－３）　　　　　　　　　　１９７８．７

◎　松田　弘三　「独占理論における後退と退廃　　本間 ・大島 ・高須賀 ・北

　　　　　　　　原の諸教授の諸説の批判　　」

　　　　　　　　　（『経営論集〔東洋大学〕』１４／１５）　　　　　　　　　　１９８０．３

＠　伊藤　　誠　ｒ帝国主義段階論か独占資本主義論か

　　　　　　　　　　北原勇氏の宇野批判への反論　　」

　　　　　　　　　（『書斎の窓』〔有斐閣〕Ｎｏ． ２６９）　　　　　　　　　　　１９７７．１１

　このうち，新聞誌上での書評は紙面の制約もあってごく簡単な紹介記事の域

を出ていないように思われるので，ここではその他の文献について紹介をする 。

ただし，紹介のしかたについては多くの人から同じような点について指摘され

ていることもあ って，筆者の責任において項目ごとに分類 ・整理して紹介する

ことにしたい。この方法では各論評の論理体系性を寸断するという弱点をもつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
が， 紙数の制約もありおゆるし願いたい。尚，以下の紹介には，どの論者によ

る論評かを示すために上の文献リストの整理番号と論者の姓を示しておいたの

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０４）
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て参照願いたい 。

　〔１〕積極的側面の評価

　『独占資本主義の理論』は概して好評のうちに迎えられた。その好評の原因

はレーニノの『帝国主義論』てとらえきれない現在の独占資本主義の運動 ・発

展の法則に関する過去になされた理論的蓄積を批判的に継承しなから体系的説

明を試みた労作であるという点にあ った。上の論者のうち，本間，新田，奥村 ，

森岡，大西の各氏がこの体系化の試みについては賛意を表わしておられる 。

　さらに高須賀氏も独占資本主義の動態的把握としての「停滞基調」という問

題の設定には賛成しておられる 。

　そしてこれらの論者の何人かが，今後の独占資本主義研究の「たたき台」と

して北原教授の著作が重要な位置を占めるであろうという指摘もしておられ
　２）
る。

　しかし，この北原説の軸点をなす「停滞基調」の論証の成否については多く

の問題点が指摘された。その他の論点も含めて次にそれらの問題点を紹介しよ

う。

　〔２〕　北原説への諸批判

　今までに提起された諸論点について整理すると ，大きく分けてけ）方法上の

諸問題と（口）個 々の命題にかかわる諸問題に大別することができる。まずは方

法上の諸問題について紹介しよう 。

　その第一は，独占資本主義　般の運動法則てもっ てその時々の具体的問題を

はらんだ独占資本主義の動きをどこまでとらえきれるのかという疑問である 。

この点にかかわって各論者から以下のような具体的な問題が指摘されている 。

　（ａ）このような方法ては矛盾の歴史的深化の把握を不可能にする 。（０増田）

　（ｂ）第一次大戦前の世界の動きについても英 ・独対立を捨象してしまうこと

　　になる 。（＠伊藤）

　（Ｃ）国家独占資本主義研究でもアメリカ国独資の具体的内容を捨象すること

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０５）
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　　になる 。（ゆ大西）

　（ｄ）例えは戦後日本の激しい企業間競争をみてもわかる通り ，このモテルは

　　いったいどの時代のどこの国の独占資本主義にあてはまるのか。（　新田）

　第二は，論証を進めるうえでの前提の置き方がはたしてこれで正しいかどう

かという問題である。具体的には以下のような指摘かなされた 。

　（ａ）独占企業の慎重な投資行動を説明する際に，北原教授は新生産方法の導

　　入なし，かつ市場は停滞的という前提をおいたけれども ，このような前提

　　を置げは慎重な投資行動という結論か出るのはむしろあたりまえで，問題

　　はそのような前提を置きうるか否かにある 。（＠高須賀）

　（ｂ）新生産部門の形成が急速な発展をもたらすという命題も新生産部門の形

　　成をこのような内容で前提すれば当然そうなるが，これも前提のおき方が

　　問われる問題である 。（＠高須賀）

　（Ｃ）新部門形成，対外膨張を外的要因としないで国内的蓄積，対外的蓄積と

　　して理論構築をすることも可能ではないか。（＠米田）

　第三は，自由競争段階との対比から独占段階の特徴を把握し，それをもって

独占資本主義の運動法則とすることへの疑問である。この点にかかわって米田

教授は独占段階では新生産方法の導入 ・普及が遅延するという北原教授の説明

に疑問を提出されている 。（＠米田）

　第四は，実践性の欠如という批判である。　般論（独占資本主義論）を先に作

っておいて，それに合わせて具体論（国家独占資本主義論）をうちたてるという

手法は，具体的問題をめくる実践的働きかけを通じて　般論的認識も深まると

いう実践と認識についての基本的関係を忘れた実践性の欠如した手法であり ，

むしろ既存の国家独占資本主義論の限界を究明したうえで，それを克服するた

めの独占資本主義の　般理論のあり方を問うという手法をとるへきであるとい

う提言か大西教授からなされている 。（＠大西）

　第五は，「蓋然性」でもっ て説明することへの疑問であり ，独占企業の行動

（蓋然性）と独占資本主義の矛盾展開（必然性）とは直結するものではなく ，「蓋

然性」でもっ て「必然性」を説明できるのかという疑問である 。（ゆ大西，なお

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０６）
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（９）米田にも同種の指摘あり）

　第六は，ヒルファ ディ１／グ的手法に傾斜しているが，正しくはレー二１／的手

法に依拠すべきであるという批判である。具体的には，独占資本を「生産の集

積・ 集中」から説明すべきところを「資本の集積 ・集中」から説明している点 ，

独占利潤を平均利潤をこえる超過利潤としたこと ，独占資本主義の停滞と発展

について，「融合」テーセとしての金融資本による産業再編成という側面を見

落としている点，さらには国家の扱い方等にヒルファ ディング的手法がみられ

るという諸問題が指摘されている 。（の森岡）

　次に個 々の命題にかかわる諸問題に移ろう 。

　まず第一は，「停滞基調」の説明にかかわる諸問題であり ，これには次のよ

うな点が指摘された 。

　（ａ）独占企業の行動について協調面のみを強調するのは疑問てある 。（＠米

　　田）

　（ｂ）投資基準利潤率を北原教授は独占企業の現行利潤率と非独占企業の現行

　　利潤率の間のどこかの点としているが，むしろもっと低く ，利子率に近づ

　　くと考えるべきである 。（＠米田）

　（Ｃ）市場が停滞的な場合，「停滞基調」説の根拠とな っている固定資本の大

　　量更新がないといえるかどうか疑問である 。（（９）米田）

　（ｄ）「余裕能力」の作用が過大評価されている 。（＠米田，＠高須賀）

　（ｅ）景気回復過程での更新投資の過小評価等，恐慌論的アプ ローチがないこ

　　とが「停滞基調」説につながっている 。（＠米田）

　（ｆ）設備投資 ワソセソト投資額の巨大化は独占　般に言えることか，それと

　　も第二次大戦後のことか不明。（　米田）

　（９）独占段階の矛盾は「生産と消費との矛盾」（市場による制約）ではなく ，

　　「競争と独占との矛盾」（投資行動上の制約）として把握すべきである 。（０

　　増田）

　第二は，独占利潤についての問題である。これについては，独占利潤は平均

利潤をこえた超過利潤部分だけではない（¢森岡）という先に述べた点に加え

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０７）
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て， 独占利潤の源泉は流通過程を通じての剰余価値の再配分ではなく ，生産過

程における特別剰余価値が固定化したものという白杉説が正しい（◎松田），と

する指摘がある 。

　第二は，資本輸出論にかかわる諸問題が，奥村教授から出されている。具体

的論点は以下のようなものである 。（　奥村）

　（ａ）「停滞基調」を一時的に解消するものとして資本輸出があげられている

　　が，資本輸出は逆に国内の設備投資の停滞から国際競争力の低下をひきお

　　 こし，その結果国内の生産活動の停滞をもたらすという側面をもっ ており ，

　　必ずしも急速な発展をもたらすものではない 。

　（ｂ）資本輸出の動機について過剰資本の輸出と資源およぴ販路の独占の要求

　　という二つの要因を並列的に列挙しているか，後者についても低い利潤率

　　の回復策として出てくるものであ って，本質的には前老と同じ問題である 。

　しか（Ｃ）「垂直的」対外膨張の評価にもかかわって，「資本輸出はその輸出先

　　の資本主義的発展を促す」というレーニソの命題か部分的にしろ否定され

　　ているのは誤りである 。

　第四は，国家独占資本主義を国家の政策体系としてとらえるのは問題である ，

とする米田教授の批判である 。（＠米田）

　以上が北原教授に対する批判の概略である。それぞれの論者が重要な論点を

するどく問題提起されているのであるが，残念なことにこれらの論評は北原教

授の理論体系全体の構成にまで立ち入ったものにはな っていない 。

　北原教授の当初のねらいが，「停滞基調」説によっ て資本主義の体制危機を

説明し，そこから国家独占資本主義成立の必然性を論証しようとしたものであ

ったが，この場合重要なのは国家独占資本主義の内容か，「停滞基調」とそれ

をべ一スにした体制危機の内容によっ て規定されてしまうことである。したが

ってここで検討すべきことは「停滞基調」説の当否はもとより ，それをべ 一ス

に説明される体制危機の内容であ って，そしてこの検討のためには北原教授の

理論モテルの内容とその性格の検討か不可欠となるのである。この点に焦点を

あてつつ筆者の見解を述べることにする 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０８）
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１）『独占資本主義の理論』に対してもっとも丁寧な論評をされたのは＠米田教授

　であると思われるが，特に米田教授の論評に対してはこの感が強い 。

２）　このような趣旨の発言がみられるのは上記文献のうち，　城座，＠本間，の森

　岡，＠米田，＠高須賀の各氏である 。

３　『独占資本主義の理論』の意義と問題点

　この小論の冒頭で筆者は，危機把握の方法における二つの視点，すなわち理

論モデルの性格（一国資本主義モデルまたは世界資本主義モデル）および矛盾把握

の特徴（資本主義の基本的矛盾の二つの発現形態をどのように取り扱うかという問題）

の検討の必要性を述へた。そして北原教授の危機把握の方法か，一国資本主義

をモデルとし，そのモデルがもつ生産の無政府政（北原教授の説明では「生産と

消費との矛盾」）から体制危機を説明しようとしたものであることも先取り的に

述べておいた。そしてこの北原説を検討する際の焦点は「生産と消費との矛

盾」の具体的現れである「停滞基調」説の当否，およぴその「停滞基調」と体

制危機との関連づけの当否であることも指摘した。以上の点をふまえて北原教

授の危機把握の方法上の問題を検討したい。説明の順序として北原教授の労作

から学び引きつぐべき点をまず確認したうえで問題点の検討に進みたいと思う 。

　『独占資本主義の理論』は独占資本主義の基本的な運動法則を体系的に説明

しようとした労作であり ，その内の肯定的部分を全部ここにかかげることは小

論のテーマに照らし合せた場合不必要と思われるし，また紙面の制作もあるの

で省略させていただき，重要と思われる点のみを指摘しておきたい 。

　『独占資本主義の理論』のすくれた特徴として第一に確認すへきことは，「独

占的市場構造」から説き始めて「停滞基調」の結論を導き出したその論理の体

系性であろう 。この中間に独占価格 ・独占利潤論，独占企業の投資行動論，こ

れらの集合としての杜会的再生産論を置き，そのうえでこれらに大きく影響す

る外的要因としての新部門形成と対外膨張により一定の修正を加えたうえで結

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０９）
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論部分に至るという手法はそれなりの一貫性を持っており ，まことにみごとで

ある。そしてこの点は先にみたように多くの論者に認められたことであ った 。

どんなに過小評価をしても今後の独占資本主義論の論理構成における一つのサ

ンプルとして残るものであることだけは確かであろう 。但し，出発点の「独占

的市場構造」は一国資本主義をモテルとして抽出された概念であり ，独占資本

主義の構造を世界市場を前提にして把握した場合にはまたちがった展開になる
　　　１）
であろう 。

　第二に，独占資本主義の構造的特徴，運動法則上の特徴を自由競争段階の資

本主義との対比によっ て浮きぽりにした点にある。全編にこの手法が用いられ

ているが，とりわけ独占的市場構造，独占価格，独占企業の投資行動とそれが

杜会的再生産に与える影響，独占資本主義におげる技術開発，対外膨張等を説

明した各命題は慎重に引き継ぐべきものを含んでいる 。

　筆者がとりわけ感心したのは独占価格についての説明である。参入障壁を以

前の諸説より高く評価したことにより ，独占企業の価格設定における選択幅が

より大きいことが明らかにされ，その大きな選択幅の中で産業需要曲線と費用

曲線をつき合せたうえて，利潤量を最大にするのに最も有利な価格と生産量の

組合せを選択するという説明は大変説得力をもっている。この組合せによりき

まる価格水準は参入阻止価格の上限とは明らかに別のメカニ ズムで決まるもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
であり ，参入阻止価格論にまつわる種々の批判を克服したものとな っている 。

　しかし，自由競争段階の資本主義との対比から得られる独占資本主義の諸特

徴は，それだげでは直接的には独占資本主義の運動法則を説明するものではな

い。 このあたりの問題点を後に検討しなければならないのであ って，北原教授

の諸命題を引き継ぐ際に一定の慎重性が要求されるゆえんである 。

　さて，いよいよ小論の本来の目的である北原教授の危機把握の中心部分をな

す「停滞基調」説の検討に移ろう 。その際「停滞基調」説そのものの当否と ，

「停滞基調」と体制危機との関連づげの当否の二点に分げて検討する。はじめ

に「停滞基調」説そのものの検討からはじめよう 。

（８１０）
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　〔１〕　「停滞基調」説についての間題点

　結論を先取り的にいえぼ，「停滞基調」の論証は一見きわめて級密になされ

たようにみえるものの，第二次大戦後の現実とのギ ャッ プも大きく ，かつまた

論証の手法にも種々の問題が散見され，完成されたものとはいえない。しかし

「停滞基調」にいたるパターンの「重要な一例を示したもの」，あるいは「その

大すじを示したもの」との評価はありえることと思われる。筆者の評価は「重

要な一例を示したもの」である。以下筆者が疑問に思う点を述べよう 。

　その第一は，独占企業の行動様式を自由競争下の企業の行動様式と対比し ，

そこから出てくる傾向的特徴をもっ てただちに独占企業の行動様式として　般

　　　　　　　　　　　　　３）
化する手法がはらむ問題である。独占企業は自由競争下の企業の行動様式をあ

る程度修正するのは事実であり ，そのかぎりではこの対比による特徴づけは正

しいのであるが，それはあくまで両者の比較のうえでの相対的な特徴であ って ，

独占企業の行動様式をそのもの自体として正確に表わしたものてはない。問題

は独占か自由競争下ての企業の行動様式をとこまて修正し，なおかつとのよう

なものとして残るかという点である。この残ったものこそが独占資本主義の時

代の法則性であるが，北原教授の手法は残ったものではなく ，修正された部分

を独占資本主義の時代の法則性としておしだすことになる。その例としては以

下のようなものがある 。

　０　新生産方法導入 ・更新投資圧力の過小評価

　　（イ）「第２編独占企業の投資行動，第２章新生産方法をめぐる投資行

　動，第２節　新生産方法の導入 ・普及（Ｉ）」において，市場は停滞的という

　前提をおいたうえで１日設備の未償却部分の価値破壊をさけるため，および新

　生産方法導入による生産量の増大か販売困難を強め価格切下げ競争をまねく

　か，さもなくば操業率の大幅低下をまねく危険性をさけるために，独占部門

　では競争的市場よりも新生産方法導入が遅れる傾向があること ，さらに，一

　部の独占企業が新生産方法を導入しても価格切下げが回避されるため新生産

　方法導入が他企業に派及しにくいことが述べられている 。

　　（口）「第３編　独占段階における杜会的総資本の蓄積過程，第１章　資本

　　　　　　　　　　　　　　　　（８１１）
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　蓄積の『停滞基調』，第２節　生産＝市場拡大の内的起動力の衰弱」と題す

　る箇所では，上記（イ）の説明を引きついだうえで新生産方法導入による設備投

　資の群的発生から市場拡大への動因が弱まっ ていることか説明されている 。

　　り　「第３編　第２章　新生産部門形成と急激な経済発展」においても
，

　新生産部門の本格的形成が一巡した後の恐慌期以降において更新投資がい っ

　さいなく回復が遅れると説明されている 。

　これらの説明は自由競争時代との比較という意味での独占資本主義の特徴を

示すものではあるが，しかし独占の時代に新生産方法の導入や更新投資が恐慌

からの回復にまっ たく作用しなくなっているかというとそうでもないであろう 。

価格競争は回避されても ，コスト切下げ競争や製品差別化競争はなくならない ，

というよりも恐慌で低下した利潤率の回復策としてこれらは重要な意味をもつ

と考えられる。自由競争時代と比較した場合に，独占資本主義では独占企業間

の協調関係か新たた特徴として注目されるけれとも ，独占企業間の競争で「休

戦」が成立する領域と他方で「ぬげがげ」がゆるされる領域とが併存している

のが実態ではないだろうか 。

　（２）「余裕能力」の過大評価

　北原教授は「余裕能力」を参入阻止の要因として，および慎重な投資行動を

もたらす要因として位置づけをされた。たしかに「余裕能力」は自由競争段階

の企業には存在しなかった概念であり ，独占資本主義を特徴づける概念として

重要な意味をもつ。とりわけ参入阻止の手段として一定の役割をはたすという

のはその通りであろう 。

　他方，慎重な投資行動をもたらす要因としての作用となると ，たしかに自由

競争段階との比較という意味ではそのようなものとして評価できるけれども
，

現実の独占資本主義において「余裕能力」が投資抑制作用をとの程度発揮する

　　　　　　　　　　　　　　４）
かとなると当然一定の限界をもつ。北原教授は「余裕能力」を「意図されざる

過剰能力」とは区別されているが，その場合「余裕能力」とはせいぜい２０％ぐ

らいのものであろう 。となると ，例えば年率３％の拡大再生産を考えた場合 ，

丸７年経過すれは，操業率は９８４％になり ，この「余裕能力」はほぽ利用しつ

　　　　　　　　　　　　　　　　（８１２）
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くされ，８年目には操業率１０１％と明らかに生産能力の不足が発生する。しか

も独占企業は恒常的に「余裕能力」の保持か必要とされるとなれは，操業率か

９０％に達する４年目にはそろそろ生産能力拡張の必要性が現実的なものとなる

であろう 。生産の拡大率がもう１％高ければ，５年目で操業率は９７．３％に達し ，

６年目には１０１％と明らかに能力不足に陥るカミ，操業率カミ９０％に達する３年目

当りから能力拡張の必要性か現れるてあろう 。このように考えた場合，少 々の

市場の拡大があっても「余裕能力」の存在が独占企業の設備拡張投資をおしと

どめ，全面的な拡大再生産が進行しないという ，「第３編　第１章　第３節

市場：生産の誘発的拡大 メカニスムの麻痒」の説明は一定の限定をつげて読ま

ねはならないてあろう 。自由競争段階にくらへて拡大再生産の進行か遅れるに

してもそれはせいぜい景気回復過程での２～３年の回復の遅れを説明するにと

どまるのではないであろうか 。

　第二の問題は一国資本主義モテルか孕む問題てある 。

　北原教授は独占資本主義の基本的な構造的特徴を「独占的市場構造」として

把握された。これは高い市場集中度と高い参入障壁をもっ た独占的産業部門の

状態を示しており ，これをべ一スにして独占企業が独占価格の維持と慎重な投

資行動をとることか説明される。独占資本主義の特徴の一つか独占企業間の一

定の協調関係であるとするならは，「独占的市場構造」概念はこの協調関係を

説明するのには有効性を発揮しているといえよう 。しかしなから独占資本主義

のもう一方の側面が各国独占企業問の世界市場をめぐる激しい競争の側面であ

るとするならば，一国資本主義をモデルとした「独占的市場構造」概念はそも

そも外国企業との競争関係を当初から捨象してしまい，その結果，協調的側面

のみか浮かぴ上かってくることになるてあろう 。外国企業との競争は技術水準

や労働生産性，賃金水準，原材料の調達の条件等を異にする者の間の競争てあ

り， この場合には参入阻止はきわめて困難になる。世界市場を前提にして考え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
れば，そもそも市場集中度も参入障壁もそれほど高くはない。先にみたように

何人かの論者か競争的側面の過小評価を指摘していたが，その原因の一つはこ

のような一国資本主義モデルによる独占資本主義の構造把握に基因している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８１３）
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　世界市場での競争を前提においた場合には独占企業の投資行動の原則もまた

ちがったものとなるであろう 。　般的にいえは，北原教授の説明よりは積極性

をもっ たものになるであろう 。外国企業より優位にたつ生産諸条件の活用の可

能性，先行投資による将来の需要増への対策，スケールメリソトの活用の可能

性， 場合によっ ては国外への工場配置等の誘因が考えられるが，世界市場を前

提にした場合の独占企業の投資行動の研究が必要であろう 。北原教授は世界市

場の問題を対外膨張として取り扱っておられる。しかしこの取り扱い方は世界

市場をいわば外的条件として扱っているのであ って，上にみたように独占企業

の行動原則を左右する構造的特徴として前提に置いて検討をする必要かあるの

ではないだろうか 。

　ｒ停滞基調」説についての第二の問題は対外膨張についての説明てある。こ

の点は奥村教授か若干 コメノトされたもののほとんと検討されないままにな っ

ている部分であるが，北原教授の説明で一番暖昧さを残しているところといえ

よう
。

　北原教授は対外膨張を「停滞基調」に影響を与える外的要因として扱われた 。

ここでの最大の問題は，検討された三つのケースのいずれについても ，対外膨

張による急速な発展は一時的 ・例外的なものという結論部分である。対外膨張

による急速な発展が一定の限界を持つというのはその通りであると思えるもの

の， しかしその限界に到達するまでのタイム ・スバンがどの程度のものである

のかはもう一つ定かではない。「垂直的」対外膨張といわれる植民地支配型の

対外膨張の場合には，古い杜会構造をそのまま残したまま資本主義的発展か進

まないということから，その限界は比較的早く現れるというのは傾向としては

その通りであるにしても，若干なりとも現地の資本主義的発展は進行するし ，

また鉄道等の建設期間も ，それほど短期的なものでもないことからすれば，こ

の対外膨張の効果もそれほど短期的なものでもないであろう 。その期間を明示

することは困難であるが，少なくとも１Ｏ年以下ではないだろうし，そうすると

３０年程度と考えた場合には，その間に現地の杜会構造が変化する可能性も生じ ，

その場合にはまた新たな発展の条件が発生する。第二次大戦後の植民地独立は
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その典型的事例であろう 。

　「斜めの」対外膨張といわれるオーストラリア等の白人移住地についてはこ

の傾向はいっそう強まる。少なくとも数十年にわたる持続的発展を考えるべき

であり ，けっして一時的要因として処理しうるようなものではない 。

　「水平的」対外膨張といわれる独占資本主義諸国間の対外膨張についてはこ

れまた微妙てある。第二次大戦以前，とりわけ１９３０年代の独占資本主義諸国間

の関係は北原教授の説明の通りのものであ った。ところが周知の通り戦後の世

界市場，とりわけ独占資本主義諸国間の関係はＩＭＦ ・ＧＡＴＴ体制のもとでが

らりと様相をかえ，いちじるしい相互浸透を特徴としている 。

北原教授の説明が妥当とする範囲を一応第二次世界大戦以前に限定して考え

た場合，その説明は傾向的特徴を説明したものとしては妥当であると思われる

ものの，他方，その具体的な発現の形態としてのタイム　スパ川こついてはそ

の時々の世界市場の具体的な編成によっ て規定される 。

　対外膨張の限界については，その　般的傾向論とその時々の具体的な世界市

場の構造分析とを結合することによっ てはじめて，具体的な動きを説明しうる

ものと考えられる。北原教授の対外膨張についての説明が第二次大戦後の現実

とそうとう大きなへだたりがあるのは具体的な世界市場の構造分析の欠如によ

るものといってよい 。

　以上のように考えた場合，第四の問題として独占資本主義の　般的運動法則

て説明てきることの限界性に突き当る。その時 々の特殊 ・具体的な各国およぴ

世界経済の構造の変化に応じて企業の行動様式や矛盾の発現形態は大きく変化

するのであ って，独占資本主義の現実の動きを説明するに際してはこの具体的

な構造分析か不可欠てある。北原教授は独占資本主義の　般理論の構築を目さ

されたわけであるが，この場合にはこういった特殊 ・具体的な構造のちがいは

捨象せざるをえない。捨象して残ったものが「独占的市場構造」であり ，この

概念をべ一スにして説明できることの限界性は先に見た通りである。北原教授

の『独占資本主義の理論』は独占資本主義の　般的運動法則の解明という目的

の他に，国家独占資本主義への移行の原因の解明という目的を併せ持っていた 。
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国家独占資本主義への移行は歴史的には１９３０年代のことである。北原教授の一

連の説明のなかで，理論モテルとしては戦前戦後に共通の独占資本主義の構造

であるはずのものが，むしろ第二次大戦以前の特殊 ・具体的な構造をへ 一刈こ

説明しているふしがみられるのは国家独占資本主義への移行の説明という目的

に関連しているのであろうか。具体的にいえは，それは対外膨張をとり扱った

ところで顕著である。例えば，「一定の歴史的条件のもとでは」という限定づ

きながら，新たな対外膨張先獲得の要求が帝国主義戦争につながるという説明

（第３編　第３章　第４節），「垂直的」対外膨張の過剰資本吸収能力の限界につ

いての低い評価や「水平的」対外膨張に抽げる独占資本主義諸国の閉鎖性と対

立的側面の強調（第３編第３章第２節）等がその典型的事例であろう 。周知

の通りこれらの諸傾向は第二次大戦後大きく変化した。帝国主義諸国間の関係

では，国家間の不均等発展は依然としてみられるものの，市場は閉鎖的ではな

いし，帝国主義戦争も想定できない。いわゆる「途上国」も工業化がかなり進

展し新たな世界的再生産構造を生み出しつつある。したがって対外膨張につい

ての北原教授の説明は第二次大戦後にあてはめた場合かなり修正しなけれはな

らないのであるが，そのためには全般的危機説の四大矛盾論のような政治的諸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）条件の変化にとどまらず，資本 レベルでの構造変化の把握が必要であろう 。一

般的にいえは，世界市場での資本の集積 ・集中かよりいっそう局度に進展した

ことである。この特殊 ・具体的な構造把握をぬきにして独占資本主義の運動の

把握は不可能であろう 。

　独占資本主義の　般的運動法則の解明という手法は他方で独占資本主義の枠

内での構造変化の把握を放棄さ娃ている。もっとも ，この構造変化は国家独占

資本主義への移行というかぎりではなされるのであるが，それにもまして資本

レベルでの構造変化の把握が必要である。このことは後で述べる体制危機の考

察で重要な意味をもつ。北原教授は資本の蓄積の結果を「停滞基調」という資

本過剰として説明されるのであるか，より高度の蓄積をなしとげた独占資本は

他方においてそれに対する一定の適応能力を獲得する。この側面についての解

明は北原教授にかぎらずまだあまりされていない。資本主義の構造変化にかか
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わるこの両面からの把握か十分にてきていないところか危機論における問題点

ではないかと筆者は考えている 。

　以上のような諸問題を考えあわせると北原教授の「停滞基調」の論証は厳密

にいえぼ成功しているとはいいがたい。しかし第二次大戦後の現実に照合した

場合，１９７０年代初頭を境とする「高度成長」期から停滞 ・低成長期への急激な

変化を説明するのに一定の説得力を持つ。ところが最近，技術革新や「途上

国」の工業化等が資本主義的生産の拡大をもたらしており ，しかもこれらの諸

要因が上に述へた論証上の問題点とも符合しているのてある。したかって極端

ないい方として「停滞基調」説の不成立を「宣言」してしまえば以下の考察は

不必要になるかもしれないが，しかし筆者には北原教授の説明が過剰資本形成

のメカニ ズムの「重要な一例を示したもの」と考えられるので，「停滞基調」

説の一定の有効性を前提としたうえで，二番目の問題てある「停滞基調」と体

制危機との関連性の検討に移ろう 。

　〔２〕　「停滞基調」と体制危機との関連性について

　「停滞基調」と体制危機との関連性についての北原教授の説明には，筆者に

は二つの問題かあるように思われる。その第一は資本主義の基本的矛盾の取り

扱い方の問題てあり ，第二は，「停滞基調」か体制危機に発展する必然性の問

題である 。

　まず第一の資本主義の基本的矛盾の取り扱い方の問題から述へよう 。資本主

義の基本的矛盾とは周知のごとくエノゲルスが『反デ ューリング論』で定式化

した命題であり ，それは二つの発現形態（ブルジ ョアジーとプ ロレタリアートとの

対立，個 々の工場内における生産の組織性と全体としての杜会における生産の無政府状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
態との対立）をとっ て現れるとされてきた。筆者は資本主義の体制危機を説明

する際にはこの二つの発現形態の絡み具合いの検討こそが決定的に重要なこと

であると考えているのであるが，北原教授がこの問題をどのように取り扱って

おられるかが問題なのである 。

　第一章でみた通り北原教授は二つの発現形態の一つであるブルジ ョアジーと

　　　　　　　　　　　　　　　　（８１７）
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プＰレタリアートとの対立（階級対立）について，独占価格による購買者から

の収奪か労働者階級を中心とした広範な反独占資本の統一戦線を形成し，この

統一戦線と独占資本との対立か階級対立の基本的形態となることを説明される 。

北原教授はさらにその直後に，独占資本主義においては生産はいちじるしく杜

会化されるものの取得は依然として私的資本制的性格を変えることなく ，ここ

に資本主義の基本的矛盾か激化することを説明されている。これに対して基本

的矛盾のもう一方の発現形態である個々の工場内における生産の組織性と全体

としての杜会における生産の無政府状態との対立（生産の無政府性）の説明は

「停滞基調」の説明を待たねぱならない。このような資本主義の基本的矛盾の

取り扱い方にはいくつかの問題か含まれている 。

　その第一は，独占資本主義における階級対立を独占価格によっ て説明するそ

の手法である。階級対立の基礎は独占資本と労働者，中小資本，単純商品生産

者等との支配 ・従属の関係であるが，この関係を形づくるのは売手独占として

の独占価格だけではない。労働者の場合には雇用関係を通じて形成される独占

資本の側からの労働者に対する「殺生与奪の権」をもっ た全人格的支配であり ，

中小資本や単純商品生産者に対しては売手独占としての収奪よりも ，買手独占

としての締め付げ ・収奪が重要な意味を持つ。その際，労働者に対しても中小

資本や単純商品生産者に対しても「取引停止」（労働者の場合にはそれは解雇を意

味する）の脅迫か強力に作用する。いずれにしても被支配者側の生産活動その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
ものへの独占資本の支配こそが第一に分析されるべき課題であろう 。

　第二の問題は資本主義の基本的矛盾のもう一方の発現形態である生産の無政

府性をとのような内容のものとしてとらえるかという問題である。北原教授は

これを市場問題（「生産と消費との矛盾」）としてとらえたうえで「停滞基調」説

として具体化された。たしかに『反デ ューリソグ論』等マルクス，エンゲルス

の著作の中では資本主義的矛盾の具体的現象として描かれているのは労働者階

級の貧困の問題と過剰生産恐慌の猛威である。そして『反デ ューリング論』の

中では労働者階級の貧困が基本的矛盾の一方の発現形態である階級対立と ，過

剰生産恐慌がもう一方の発現彩態である生産の無政府性と関連づげて説明され

　　　　　　　　　　　　　　　　（８１８）
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　　９）
ている。したが って，ここでは生産の無政府性は市場問題（過剰生産恐慌）で

あるかのように見える。ところが『資本論』の中では平均利潤率の傾向的低下

の法則というもう一つの資本主義的矛盾が説明されているのは周知の通りであ

ろう 。筆者はこの平均利潤率の傾向的低下の法則も資本主義の基本的矛盾の一

方の発現形態としての生産の無政府性の問題として取り扱われるべき性格のも

のと考えている。したかって筆者の考えては生産の無政府性の中には市場問題

と平均利潤率の傾向的低下の法則の二つの問題か含まれることになるか，その

根拠は，この二つの問題はそのメカニ ズムはまっ たく別のものであるにもかか

わらず，ともに利潤率を指針とした生産の決定という資本主義的 メカニ ズムに

由来しているからである 。

　北原教授は「停滞基調」を市場問題として説明された。そこでは平均利潤率

の傾向的低下の法則は登場してこない。筆者は「停滞基調」の説明にもこの法

則を適用すべきであると主張するのではない。市場問題を軸とした「停滞基

調」の説明の手法はそれなりに合理的なものであろう 。問題は体制危機の内容

を解明する場合に，現実に存在する矛盾を捨象して分析したときに生じる問題

である。北原教授は体制危機の説明に際しては平均利潤率の傾向的低下の法則

を捨象されたのてあるか，そのことか実際にとのような問題をはらんでいるの

であろうか，次にそれを検討してみよう 。

　独占資本主義においても平均利潤率の傾向的低下の法則は作用する。独占企

業が独占価格等で高い利潤率を確保しているのは事実としても ，そのことはこ

の法則の作用停止をものがたるものではない。もっとも ，個別独占企業に対し

てはこの法則は直接認識できるような形態で作用するのではなく ，以下のよう

な要請として現象する。例えは，現在多くの独占企業は事業部制をしいている

が， この場合の管理基準は各事業部ごとに投下資本額に比例した目漂利潤を割

り当てることてある。各事業部はこの目標利潤達成を目指して経営努力を強い

られるのてあるか，固定資本投資のような有機的構成の局度化を伴う投資は一

方て生産 コストの低下をもたらすものの，他方で生産量 ・販売量の増大による

市場価格下落の危険性を伴い，各事業部は投下資本と生産量，コスト ，価格の
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綱渡り的管理を要求される。この管理基準達成のためには労働者への負担の転

化， 下請け工賃の切下げ，安い原材料 ・補助材料の確保，より効率的な機械の

導入と工程管理，一定の操業率維持のための販売努力等か要求され，これらの

諸課題達成のためにはまた別の諸問題を生み出すのである。市場問題を別にし

ても ，独占企業は労働問題，下請け問題，資源問題，公害問題等々の諸矛盾を

たえずかかえなから存在しており ，これらの諸矛盾は国境の枠を越えての対応

や， 市場 メカニ ズムとは別種の，政治権力を利用した対応を要求するのである 。

　平均利潤率の傾向的低下の法則や，この法則により強められるこれらの諸矛

盾は現実に存在しており ，ある時には市場問題と絡み合いなから資本主義の基

本的矛盾を激化させるのであ って，体制危機や国家独占資本主義を考える場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
にこれらを捨象することは各種の一面化の原因となる。例えぱ，「停滞基調」

説をべ一刈こした北原教授の国家独占資本主義はいわゆるケインズ主義的な市

場問題対応型として描かれているが，１９８０年代以降の国家独占資本主義はレー

カ／やサヅ チャー等の政策に典型的にみられるように，市場問題対応型という

よりも利潤率回復指向型とても 口乎ぶへき政策体系に移行しつつある。その最大

の眼目は賃金切下げであり ，それに各種の規制緩和と企業減税が組み合わされ

ている。このことは国家独占資本主義か市場問題への対応だけでないことを如

実にものがたっているといえよう 。

　第二の問題は独占資本主義における資本主義の基本的矛盾の激化の説明であ

る。 北原教授はこれについて「生産の杜会的性格と取得の私的資本制的性格と

の矛盾」という命題をそのまま玩実の諸現象でもっ て証明されようとした。例

えは，独占資本主義においては生産はいちじるしく杜会化されている。他方 ，

取得は依然として私的資本制的であるということを証明するような事実を列挙
　　　　　　１１）
されたのである。しかし，これらの事実は資本主義の基本的矛盾の激化を証明

しているといったところで，現実性を帯びた矛盾とは受げ止められないであろ

う。 というのは資本主義の基本的矛盾のこの命題はまさに基本的矛盾の本質規

定であ って，この本質はそのまま直接現れるのではなく ，二つの発現形態（階

級対立と生産の無政府性）を通してのみ現れるからである。したがって資本主義
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　　　　　　　　　北原勇教授の危機把握の方法について（田中）　　　　　　　　３５

の基本的矛盾の激化を証明しようとするならは，この二つの発現形態の具体的

な検討と ，その両者の絡み具合いの検討とか不可欠のものといえよう 。北原教

授の資本主義の基本的矛盾の説明は第一編の締めくくりとしてなされており ，

階級対立については一応の説明を終えてはいるものの，生産の無政府性につい

てはまだ説明されていない段階で行われている。それについては第２編以降で

「停滞基調」として説明されるのである。資本主義の基本的矛盾激化の説明は

北原教授の編別構成でいえぼ第３編の最後の部分でなされるべきものであろう 。

そしてこのことが体制危機の正確な説明を可能にするのではないであろうか 。

　さていよいよ最後の論点である「停滞基調」が体制危機を生むか否かの問題

を検討しよう 。北原教授は「停滞基調」を急速な生産拡大の後の過剰生産状態

で， そこでは大規模な更新投資も設備拡張投資も起こらず，「杜会的総資本の

蓄積：拡大再生産の運動を停滞的たらしめる傾向が基底において支配している

こと」と説明されている。但しこれには，資本蓄積や生産力向上か全く阻止さ

れているとか，杜会全体として蓄積率セロ ・資本拡大率セロとか，ましてや縮小

再生産が支配的であるというようなことを意味するのではない，という但し書

がつけられており ，むしろこの傾向に打ち勝つために独占企業は販売努力や新

生産部門の開拓，対外膨張にのりだすが，しかしこれらは問題を一時的にしか

解決せず，その後にはいっそう深刻な「停滞基調」をもたらし，そこでは資本と

労働力の慢性的な過剰がみられ，このことが体制危機をもたらすとされている 。

　ここでまず問題は，「停滞基調」が傾向として把握されていることにかかわ

って発生する。この傾向は場合によっ ては反対にｆ乍用する諸要因によっ て阻止

され，逆の現象を呈することさえありうる。「停滞基調」がそのまま現象する

か否かについては，これらの諸要因の具体的な状況の検討か必要なことは先に

述べた通りであるが，ここでは「停滞基調」がそのまま現れたと仮定して検討

を進めよう 。

　ところで，「停滞基調」とは縮小再生産や単純再生産でないとすれぼ，低率

の拡大再生産（いわゆる成長率年問１～３％程度）ということになるのであろう

か。 もちろん単年度としてはマイナスやゼ ロ成長もあり得よう 。しかしこのこ

　　　　　　　　　　　　　　　　（８２１）
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とがどうして体制危機をもたらすのであろうか。たしかにこのような状況のも

とでは，独占企業はその負担を労働者や中小資本，単純商品生産者等に押しつ

ける諸方策を講じるであろうし，そこからさまざまな軋襟が生じるのも事実で

あろう 。しかしそれが体制危機につなかるか否かは階級対立の具体的な状況に

よっ て大きく異な った動向を生みだす。「停滞基調」から体制危機へという北

原教授の説明には，実のところ１９３０年代の現実が見えかくれする 。「停滞基調」

説は独占資本主義の　般理論として打ち立てられたものであり ，３０年代の特殊

歴史的事実は捨象されているはずではあるか，その捨象されたものが知らず知

らずのうちにこっ そりと忍び込んでいるのではないだろうか。それとも『独占

資本主義の理論』か国家独占資本主義成立の必然性を説明するために書かれた

ものであることからして，３０年代の歴史的事実は当然のこととして同１」提におか

れるのであろうか。もしそうであるなら，筆者には了解しがたいことである 。

なぜなら，北原教授か採用された理論モテルは独占資本主義　般に通用するも

のとしてこのような歴史的事実は捨象したはずだからである 。３０年代の現実を

はぎ取った「停滞基調」　般がはたして体制危機を説明するであろうか 。

　対外膨張があげくのはてに帝国主義戦争につながるという説明にも３０年代的

現実が見えかくれする。北原教授の体制危機の説明は三層の論理構造にな って

いることは先にみた通りである。独占価格による収奪をべ一スにした階級対立 ，

「停滞基調」のもとでの階級対立の激化，帝国主義戦争による階級的自覚の深

まりと杜会主義革命 ・民族解放革命成功の現実的諸条件の発生の三層構造であ

る。 この内の「停滞基調」のもとでの階級対立の激化か体制危機発生の基本的

要因であり ，北原教授の体制危機の説明はこれをもっ て基本的には完了してい

ると考えてよい。帝国主義戦争による革命的危機（もっとも，この用語は使われ

ていない）の発生は，「停滞基調」による体制危機の具体的発現形態である。と

ころで，帝国主義戦争の発生の条件として北原教授は，０各列強が政治的，経

済的に相互に独皿した国家であること ，（２）低開発諸地域での民族解放闘争が弱

いこと ，　独占資本主義国内の杜会主義勢力が帝国主義戦争を阻止するほとの

力を持たないこと ，の三つを上げられている。第二次大戦はこの三条件を満た
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して発生したというのは良いとして，問題はこれらの三条件を生みだした世界

資本主義の構造的特殊性をどのように説明するかである。もともと北原教授の

理論モテルは独占資本主義　般に通用する一国資本主義モテルとして完成され

たものてあり ，世界資本主義の構造的特殊性は当初から捨象されていた。帝国

主義戦争発生の説明においては，一旦捨象されたはずの構造的特殊性が多分に

政治的な上記三条件としていとも簡単に取り込まれている。筆者は一国資本主

義モデルによる分析では対外的諸条件を導入すべきではないと主張するのでは

ない。むしろこの分析手法の場合には，いずれかの段階で対外的諸条件を導入

しないことにはいきいきとした現実的分析は不可能と考えている。問題はその

導入の方法である。第二次大戦前の分析であれぼその時の世界資本主義の構造

的特殊性を時代的限定をつげたうえて導入し，それと独占資本主義　般の運動

法則とを照らし合わせることによって初めて正確な分析が可能になるのである 。

この構造的特殊性の把握でとりわけ重要と思われる点をいえぼ，それは諸資本

（各国金融資本）の資本蓄積の水準の問題であろう 。このことは北原教授のこと

はを借りれは列強間の経済的独立性の問題に相当する。第二次大戦前の各国金

融資本はかなりの大小はあ ったものの，その力関係は戦争にうっ たえられる程

度にあい均衡していた。第二次大戦後においてはアメリカの金融資本が一頭他

をぬきんでてその追随を許さない。また第二次大戦前には現在のような多国籍

企業同士の相互浸透もみられない。帝国主義戦争の有無については世界の政治

的諸条件が重要な鍵を握るのは当然としても，その前提にはこの様な個別資本

レベルで捕らえた構造的違いが大きく作用しているとおもわれる。２０世紀前半

に二度の世界大戦を経験したのは，現在に比べればはるかに相互依存性の少な

い排他的な各国金融資本の構造に大きく起因しており ，この構造的特殊性こそ

を問題にすへきであ って，金融資本の世界市場をめくる対立　般に政治的諸条

件をつぎたしして説明されるべきものではないであろう 。逆にいえぼ，第二次

大戦後独占資本主義諸国間の不均等発展か存続しなからもまっ たく異な った矛

盾の解決形態を取ることを理解するためには，現在における金融資本の構造的

特殊性の把握か不可欠てあろう 。
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　筆者かここでいいたいことは，「停滞基調」　般はけっして帝国主義戦争を

必然化しないということである。となれば帝国主義戦争から体制危機を説明す

る方法はきわめて特殊な条件のもとでのみ成立しうる方法であり ，現在の体制

危機の把握のためには現在の諸条件に見合った分析手法が要請されているのは

当然のことである 。

　以上，北原教授の危機把握の方法について気がついた点を中し述べたが，な

にぶんにも北原教授の説明自体が膨大な体系をなしており ，それに対するコメ

ントもさまざまな論点に及び，要を得た説明ができなかったことをおわびした

い。 最後に，北原教授の「停滞基調」説の検討を通じて筆者が学んだ点を整理

してこの小論の終わりとしたい 。

　その第一は，独占資本主義分析においてその構造をとのようなものとして押

えるかという問題である。北原教授の場合は一国資本主義モテルの，しかも独

占資本主義　般に通用するもの（独占的市場構造）として把握された。この手法

は独占資本主義　般の運動法則の解明という点ては大きな成果をおさめつつも ，

具体的な資本主義経済の歴史的発展を説明する際にはほぽ無力といっても過言

でないような弱点を持っている。独占資本の具体的な運動を規定するのは国内

市場の構造であるとともに，より以上といっても過言でないほどに世界市場の

構造でもある。この各時期の構造的特殊性を前提におかない限り矛盾の発現形

態抽よぴ解決形態のリアルな分析は不可能であろう 。

　第二は，資本主義の矛盾の把握の方法である。北原教授の場合は生産の無政

府性の一つである「生産と消費との矛盾」（市場問題）を軸に分析されるのであ

るか，筆者には資本主義の基本的矛盾の二つの発現彩態の相互関連の検討こそ

が体制危機説明のポイントであると考えられる。その際，現実に存在する矛盾

を恋意的理論操作によっ て軽視 ・捨象したり ，逆にある種の矛盾に重点をおい

たりすることは事態の把握をゆがめることになるであろう 。階級対立，市場問

題， 平均利潤率の傾向的低下の法則等の資本主義的諸矛盾の具体的状況とそれ

らの相互関連の検討こそが必要なことであろう 。

　第二は，体制危機を考える場合，矛盾の解決形態の解明が決定的に重要であ
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るか，そのためにはその時々の資本主義の構造的特殊性と諸矛盾との突合せか

必要である。例えば，おなじ世界市場恐慌でも構造的特殊性の違いによっ てそ

のはたす役割は違ったものになるのは周知のことであろう 。矛盾の解決形態は

大きく分げれぼ，資本主義の枠内でのものと資本主義の枠を越えたものとカミあ

り， 体制危機は後者に相当する。資本主義的発展は一方てその諸矛盾を激化さ

せるか，他方てはそれに耐え得るような構造を生み出してきたのも事実である 。

これは北原教授を指してのことではないが，７０年代後半以後の危機論議の中で

諸矛盾の分析は精力的に取り組まれたものの，この諸矛盾に対処する独占資本

の構造や力量の分析は不十分さを残したように思われるので，この点を最後に

記しておきたいと思う 。

１）　
この点にかかわって米田康彦教授は「新生産部門の創出」と「対外膨張」とが

　外部的要因として取り扱われたことについて，「独占的蓄積を国内的蓄積と対外

　的蓄積の統一として最初からとりあげることも充分可能であろう」と指摘してお

　られる。（米田康彦「書評 ・北原　勇著『独占資本主義の理論』」『土地制度史学』

　第７９号，１９７８年４月 ，ｐ．６４～６５参照）

２）参入阻止価格論にまつわる最大の問題点は，参入阻止の最高価格が独占企業に

　とっては必ずしも最も有利（利潤極大）とはかぎらないという問題であろう 。利

　潤量は商品１単位当りの利潤と販売量との積として求められるが，商品１単位当

　りの利潤は参入阻止最高価格に相当する販売量の時に最大になるとはかぎらない

　し，ましてやそれに販売量を掛け合せた利潤総量はそのポイントで最大になるこ

　とはまれであろう 。利潤量最大のポイントは需要曲線と平均費用曲線との差（平

　均収入曲線）に販売量を掛け合せた値が最大になるポイソトであり ，通常それは

　参入阻止最高価格のポイソトより価格において低く ，販売量において多いものに

　なるであろう 。北原教授もこのようなものとして独占価格を説明しておられると

　筆者には読みとれるし，しながって参入阻止価格論には コスト分析が欠如してい

　るという批判に対しては一定の解答を出していると思われる 。

３）米田康彦教授もこの点について指摘しておられる。（前掲米田論文ｐ．６４参照）

４）「余裕能力」の過大評価については米田康彦，高須賀義博教授が指摘しておら

　れる。（前掲米田論文ｐ ．６４，高須賀義博「書評 ・北原　勇『独占資本主義の理

　論』」〔一橋大学経済研究所『経済研究』第２９巻第３号，１９７８年７月〕ｐ．２８１参

　照）

５）独占企業間の競争が世界市場においては国内市場よりも激しいことは北原教授

（８２５）
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　　御自身気がついておられる。例えぱ，独占資本主義の対外膨張を取り扱った第３

　　編第３章では，各産業の国ごとの発達水準のちがい，各国の国内市場の広さと拡

　　大可能性のちかい，さらには技術水準，原材料費，賃金水準，各企業の資本規模

　　 ・生産規模，国内市場の集中度等の各国間の格差が，各国独占企業間の世界市場

　　での協調を不安定にすることを説明されている。但し，そこから導き出される結

　　論は独占企業の行動の競争的側面ではなく ，国家による保護貿易政策の必然性で

　　ある。（北原　勇丁独占資本主義の理論』ｐ．３２１参照。またｐ．３６２にも同様の説明

　　がみられる）

　６）資本 レベルでの構造把握の必要性を強調されるのは杉本昭七教授である。杉本

　　教授はアメリカ多国籍企業の世界的分業体制の実証分析から「統合化」の傾向を

　　導き出される。（拙稿「杉本昭七教授の危機把握の方法について」〔丁立命館経済

　　学』第３６巻第４ ・５号１９８７年１２月〕参照。尚，杉本教授が資本 レベルでの構造把

　　握の必要性を述べておられる文献としては「現代世界経済の統合化過程と国家」

　　〔ｒ講座 ・現代資本主義国家１』１９８０年，大月書店〕ｐ．９５やｒ８０年代とマルクス

　　経済学の課題　　いま必要な五つの論点　　」〔ト コノミスト』５８巻４４号，１９８０

　　年１０月〕ｐ．５０を参照のこと
。

　　　 また坂本和一教授はＩＢＭ杜に典型的にみられる多国籍企業の構造分析を通

　　じて，現在の資本主義は「国際独占（寡占）資本主義」ないし「国際管理資本主

　　義」とでも呼ぶべき新しい段階に達したと主張されている。（坂本和一ｒ現代工
　　業経済論』１９８８年４月 ，有斐閣，ｐ．２６６～２６９参照）

　　　 この種の研究はまだ緒についたぱかりであり ，その構造分析の手法にも各種の

　　問題（例えぱ，多国籍企業化した巨大独占資本間の競争の形態の分析にはまだ着

　　手されていない等）を残していると思われるが，しかしこういった構造変化に着

　　目する視点は大切なものであると考える 。

　７）エンゲルス 著， 村田陽一・ 寺沢恒信訳ｒ反デ ューリング論』（２）（国民文庫）

　　ｐ．４７１～４７６参照 。

　８）　こういった観点からの研究は，北原教授の場合，初期の中小企業問題を扱った

　　諸論文に認められる。〔本稿「はじめに」注２）参照〕

　９）前掲丁反デ ューリ：■ グ論』（２）， ｐ． ４７１～４７６参照
。

１０）国家独占資本主義成立の原因をめぐる論争では，体制危機説，生産の杜会化説 ，

　　平均利潤率の傾向的低下説，恐慌激化説等が唱えられ，いまだに決着がついてい

　　ない。筆者にはこれら諸説の成立原因確定のための抽象化の作業過程においてむ

　　 りな捨象とその結果としての一面化があったように思われる。むしろ国家独占資

　　本主義成立の時点での諸矛盾の総体とそれらの相互関係の検討が必要なことでは

　　ないであろうか 。

１１）北原　勇，前掲書，ｐ．１７６～１８０参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８２６）


